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現代ビジネス研究   
製品開発ほおげる相竃儲存関係の処理のための  
方法論のパタ陶ン  
ー製品アーキテクチャと組織設計の関係から－   
PatternsofmethodforprocessinginterdependencyofNew  
ProductDevelopmentprocesses  
－aViewfromrelationshipbetweenproduct  
architectureandorganizationaldesign一  
束  秀 忠  
HIGASHI，Hidetada  
【概要】  
本研究ノートでは、製品開発組織設計に関する諸問題を、既存研究のレビューから提起する。  
特に、製品アーキテクチャ論における「モジュラー化」のアプローチとその問題点についての検討  
から、製品開発における効果的な相互依存解決の方法論のパターン化を行う。複雑な相互依存関係  
の処理を実施することが求められる人工物の設計プロセスにおいて、その方法論を情報処理の必要  
性を節約するか、情報処理能力を向上させるかというアプローチに加え、着眼点として設計主体で  
ある組織に注目するか、設計対象である人工物そのものに注目するか、という軸を加えることでパ  
ターン化できると考えられる。  
【キーワード】  
製品開発・組織設計・製品アーキテクチャ・モジュラー化・技術経営  
発を複雑に相互依存した情報の処理であると定  
義し、そこに存在する問題解決のあり方につい  
てのレビューを行う。その後、製品開発組織の  
設計に関する諸研究を概観する。そして製品  
アーキテクチヰ論の中でも特に「モジュラー  
化」に関連した議論を検討する。これらの議論  
を通じて、製品開発における複雑性への対処の  
あり方のパターンを提起することを目指す。   
2．情報処理■問題解決と分業・統合に関   
する既存研究   
2．1「分業論」の起源   
歴史上初めて「分業」について経済学の観点   
1．はじめに  
本稿は、製品開発組織に関する既存研究の  
レビューと、製品アーキテクチャ論における「モ  
ジュラー化」の概念の再検討を通じて、製品開  
発組織の設計に関わる諸問題を提起することを  
狙いとする。具体的には、製品アーキテクチャ  
論が立脚する、「デザイン構造」と「タスク構  
造」の同形性についての再検討を行うことを通  
じて、製品開発における複雑性への対処のあり  
方を議論する。   
本稿ではまず、組織設計の根底に存在する分  
業と協業について検討する。その上で、製品開  
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から議論したのはSmith（1776）である。Smith  
は「国富論」の第1章から第3章において分  
業の効果、分業の発生原理、分業と市場の関係  
性について論じている。   
Smlth（1776）の第1章は分業の効果を大きく  
三つに分けて論じている。第一は技能の習熟、  
第二は段取り替えロスの減少、第三は専用生産  
設備の開発である。これらの三つの効果はとも  
に生産性向上に大きく寄与する。これにより分  
業が生産性を飛躍的に向上させることを、ピン  
作りや釘作りのケースを紹介することで示して  
いる。   
同時に、Smith（1776）は「人間の利己心に基  
づく交換性向」が分業を生み出すと主張してい  
る。すなわち、社会に属する各人が専門的に何  
かを生産し、それを自分が必要とするものと交  
換するほうがより多くのものを得ることができ  
ることを知っているということである。しかし  
分業は市場の規模と範囲によって阻害される。  
あまりに市場が小さいと、社会的分業が成立し  
得ないのである。そしてSmith（1776）の議論  
は交換を可能とする範囲を拡大し、社会的分業  
を促進するために貨幣が発生する、という方向  
に進展していくのである。  
2．2企業内での専門化と垂直統合   
Penrose（1955）は、企業内で専門化が進む要  
因は、それが正当化されるはど十分な生産量の  
拡大であると指摘している。逆に言えば、専門  
化がなされるほど十分な生産量が確保されてい  
ない間は、潜在的に専門家たり得る人員も汎用  
的に利用されるのである。逆に専用生産設備で  
あればそれは離散的にしか追加投入できない  
上、その組み合わせ上の問題から遊休が発生す  
る可能性が非常に高い。故にこの遊休を使い果  
たすべく企業は成長しようとするのである。こ  
れを「倍数の原理」と呼ぶ。   
一方Chandler＆Daem（1977）は、地域的な  
単一職能企業がいかにして垂直統合的大企業に  
なっていったかを描写している。生産や輸送、  
通信といった分野での技術革新や近代的原価計  
算手法が「速度の経済」の達成を可能にした。  
速度の経済を達成しようとすると職能間の相互  
依存性を高める必要があり、単一企業内での統  
合が推し進められたのである。  
乙3情報処理のためのアルゴリズムとしての  
階層性   
Alexander（1964）やSimon（1969）は、複雑  
性に対処するための方策として階層構造を提案  
している。階層構造が相互依存関係を分断する  
ことを利用しているのである。   
Alexander（1964）はサブシステムを独立的  
に操作できるように設計するための方策とし  
て、ProgramとRealizationという方法論を  
提唱している。Programとは、設計すべきも  
のを抽象的サブシステムヘと階層的に分解して  
いくことで独立的に操作できるようにすること  
である。一方、Realizationとは、分解された  
サブシステム単位から実際のものを作ってい  
き、それを合体させることで最終的に設計すべ  
きものを完成させる作業をいう。  
図1：A［exanderによる●．program‖と”Realiza  
tion‖i   
一方、Simon（1969）は、「準分解可能システ  
ム」という概念を提唱している。これは、階層  
的システムが、下位システムの内部に存在する  
相互作用と、下位システムのシステム間に存在   
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うためにはタスク間の相互依存関係を予測する  
必要があるが、そのためにはタスクの定義を調  
整したり、タスク間で行われる問題解決の障壁  
を無くしたりしておくことが役に立つと主張し  
ている。   
vonHippel（1994）は、誰が、どこでイノベー  
ションを行うか？という問題に対する解とし  
て、「情報粘着性」1iiという概念を提示してい  
る。これは「問題解決活動における情報移転の  
難しさ」を指すものである。情報を移転する際  
には（1）：情報を受け手が利用可能な状態にす  
ることと、（2）：受け手に対して情報を移転す  
ることの二つの過程を経る必要があるが、この  
両過程にかかる費用の大きさが情報粘着性とし  
て定義されている。   
そして、Vqn Hippel（1994）は情報の粘着し  
ている場所と問題解決が行われる場所を関係づ  
けた。問題解決のための情報が一カ所に粘着し  
ているならば問題解決はその場で行われる。複  
数箇所に粘着しているならば、問題廃決が進む  
につれてそれが行われる場所が移っていく。そ  
して、情報が複数箇所に粘着していてしかも、  
情報をやりとりするためのコストがあまりに高  
くつく場合にはその間題解決は「課業分割」さ  
れることになるのである。  
される相互作用が弁別されることによって下位  
システムが独立的に活動できることを指して表  
現したものである。そしてこのようなシステム  
は企業などの公的組織によく見られるものであ  
ると指摘している。  
2．4問題解決サイクルの発見   
Simon（1969）は、「ジェネレータ・テスト」  
モデルという問題解決サイクルを提案してい  
る。これはもっとも基本的な問題解決サイクル  
で、代替案を生成し、それをテストするという  
流れを示したものである。その後サイモン  
（1987）で定式化された問題解決サイクルは、  
「問題認識→代替案のサーチ→モデル制作→シ  
ミュレーション実行→評価→選択」というルー  
トを取る。このような、不完全な因果知識の下  
で探索的に問題を解くプロセスは製品開発と相  
性が良い。  
乙5「課業分割」と「情報粘着性」   
ⅤOn Hippel（1990）は飛行機の設計や部屋の  
インテリア設計を例に取り、イノベーションに  
際して発生するタスク同士の相互依存関係を適  
切にグループ化して相互調整を減少させる方策  
を「課業分割」iiと定義した。「課業分割」を行   
表1：情報の特性と情報粘着性の関係iv  
コスト＝情報粘着性  
低い  ←  →  高い   
1：情報を受け   明確  暗黙的   
辛が利用可能な   単純  複雑   
状態にする費用   独立的  システムに依存  
受け手の吸収能力が高い  受け手の吸収能力が低い  
送り手の信頼が高い  送り手の信頼が低い  
頻繁なコミュニケーション  限定的なコミュニケーション   
2：受け手に情   情報量少ない  情報量多い   
報を移転する費   媒体が移動可能  媒体が移動不可能   
用   観察可能  観察不可能   
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情報処理量そのものを減少させることを通し  
て調整負荷を軽減させる方法としては、「調整  
負荷資源Vi」の投入と「自己完結的職務」の形  
成が論じられている。   
既存の経営資源だけでは情報処理がオーバー  
フローしてしまう場合に、在庫拡大や人員投  
入、リードタイムの延長など、経営資源を追加  
投入したり期待業績水準を下方修正したりする  
ことで対処することが、「調整負荷資源」の投  
入と定義されているVii。   
一方、アウトプットの多様性を減少させる方  
法が「自己完結的職務」の形成である。機能別  
組織に対してたとえば事業部制の採用に見られ  
るように、必要な資源を単位別にまとめること  
で部門間のアウトプット同士が相互依存関係を  
持たないようにする方策である。   
組織間の情報処理能力を向上させる方法とし  
ては、縦系列の情報処理システムの改善によっ  
て直接的に情報処理能力を向上させる方法と、  
直接接触やリエゾンの導入、マトリックス組織  
に代表されるような横断的関係の形成が挙げら  
れている。   
前者は生産計画などを頻繁にアップデートで  
きるようにコンピュータの処理能力を増強して  
いくことを指している。これにより、例外事項  
の発生を防ぐことで調整による情報処理能力の  
オーバーフローを回避するのである。一方後者  
は、部門間の相互依存関係によって発生する問  
題を、階層構造の上部に持ち込まないための手  
法である。階層構造の上部に持ち込んでしまう  
と解決までに時間やコストが大きくかかってし  
まう。これを避けるためにインフォーマルな接  
触関係を構築したり、複雑な相互依存関係を統  
合的に処理する統合者・統合管理者を置いた  
り、という方法がとられるのである。  
2．8過剰分業と調整ロス   
Brooks（1995）Viiiは、コンピュータのソフト  
乙6部門間の「分化」と「統合」の必要性   
Lawrence＆Lorsch（1967）は、組織内の各  
部門が、それぞれがさらされている環境の不確  
実性に応じた組織の構造化の程度や時間、目標  
等への指向性を取るという、「分化」の概念を  
提唱した。プラスチック製造企業や容器産業の  
ケースを取って技術的不確実性や顧客からの要  
求の多様性といった環境要件が、研究開発部  
門、製造部門、営業部門など組織内の各部門の  
特性を「分化」させていることを示した。   
そして、この「分化」された部門間を、相互  
調整などでもって強力に「統合」していくこと  
が好業績のためには必要であると主張してい  
る。「分化」が不十分でも、「統合」が不十分で  
も環境に対する適切な適応はできないのであ  
る。  
2．7「統合」のための連携調整と情報処理   
Galbraith（1973）は、組織間の相互調整に伴  
う情報処理量が増大すると単純な機能別の階層  
組織では処理が追いつかなくなってしまうと主  
張している。そして、その解決策として4つ  
のオプションを提示した。これは大きく分ける  
と、組織間の調整負荷を軽減させる方法と、組  
織間の調整能力を向上させる方法に分類できる。  
図2：情報のオーバ岬フローに対処するための  
組織設計V  
l．ルールとプログラム  
2．階層構造に基づく意思決定  
3．目標設定  
4．調整付加 5．自己完結 6．縦系列の 7．横断的開  
資源の投入  的職務の形成 情報処理シス 係の形成  
テムの改善  
Ill  
情報処理の必要性を  
lll  
情報処理能力を   
軽減してゆく方策  向上させてゆく方策  
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2，開発作業を細分化できない場合  ウェア開発プロジェクトを例に取り、「BroolくS  
の法則」を提唱した。これは「スケジュールに  
遅れが発生しているプロジェクトに、人員を追  
加投入してもリードタイムは伸びるだけであ  
る」というものである。   
この法則はBrooksは自身が携わったIBM  
システム360開発プロジェクトから得た経験  
則であるが、調整ロスに関する問題を端的に表  
現していると言える。プロジェクトチームの人  
員が増えれば増えるはど、コミュニケーション  
や教育、調整に食われる工数が増えるために分  
業による効果が相殺されてしまうのである。下  
に4つのグラフを提示する。これらはタスク  
の分割とそれに伴う調整ロスが開発リードタイ  
ムに与える影響を提示している。  
1番は調整ロスが発生しないと仮定した場合  
のプロジェクト人員と開発リードタイムの関  
係、2番はタスク分割が不可能であるためにプ  
ロジェクト人員と開発リードタイムが関係しな  
いというケース、3番はタスクが分割可能だ  
が、調整によるロスが開発リードタイムの短縮  
を妨げるケース、4番は相互依存関係が複雑  
で、分割されたタスク同士の調整ロスが開発  
リードタイムをむしろ引き延ばしてしまう、と  
いうケースである。  
図3：「人月の神話」…開発リードタイムと投  
入人員の関係性ix  
l．開発作業細分化が可能かつ、作業間の  
調整が必要無い場合  
人数  
人数  
・－－－劇1月数  
3．作業間の調整・コミュニケーション   
の負荷がかかる場合  
人数  
4．作業間の調整・コミュニケーション   
によって負荷が増大してしまう場合  
2．9マトリックス組織としての自動車企業   
Clark＆Fujimoto（1991）は自動車の製品開発  
組織の国際的調査を行い、機能別組織が頻繁な  
コミュニケーションを基本にした相互横断調整  
を行うことで製品開発のパフォーマンスが向上  
することを示した。ここでは「重量級プロダク  
トマネジャー」という概念が提示されている。   
Clark＆Fujimoto（1991）によって確認された  
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離脱して重量級プロダクトマネジャーに直接報  
告を行う。Galbraith（1973）に従えば、より「自  
己完結的職務の形成」に近い形である。   
この4パターンの組織と調整の形態の中で  
も、高パフォーマンスなパターンは1と3，4  
に集中して現れていた。1は高級車専門メー  
カーのうちでも好業績な企業が採用し、3，4は  
好業績な日本の量産車メーカーに際だって現れ  
ていた。この違いは顧客の嗜好の変化の早さや  
違い、そしてロイヤリティの高さ、コストと性  
能のバランス点といった要件によって説明でき  
る。   
高級車専門メーカーにおいてはモデル間、そ  
して時間を超えて製品のコンセプトが首尾一貫  
していることが高く評価される。また、圧倒的  
に高い製品機能を体現していることが求められ  
る。これらを担保しているのがエンジニアリン  
グ組織の伝統や各部門の完全主義的指向であ  
る。このような条件下では各機能間での連携調  
整の必要性が低いのみならず、むやみな調整が  
妥協を呼ぶことで製品機能を落とす可能性が想  
定されるために、各部門の機能分化を重視する  
のであるX。   
一方、量産車メーカーにおいては重量級プロ  
ダクトマネジャーの存在が好業績のために重要  
な役割を演じている。これは多様かつ移ろいや  
すい顧客の嗜好・期待を先取りして把握したう  
えで迅速に多様な製品を市場に投入すること  
や、性能とコストをうまくバランスさせること  
が重要であるためである。このためには製品開  
発における問題解決サイクルを、統合された形  
で迅速に進めることが重要になる。ここにおい  
て、コンセプトと製品開発組織、生産部門、営  
業と言った各部門とを強力に統合するための主  
体としての重量級プロダクトマネジャーの存在  
が必要になるのである。成功する重量級プロダ  
クトマネジャーに求められる要件としては、独  
自に、市場と直接接触するチャネルを持つこと  
自動車メーカーにおける製品開発組織の4類  
型を以下に示す。   
第一のパターンはいわゆる従来型の機能別組  
織である。この組織形態においては、製品全体  
について全般的責任を負うマネジャーは存在せ  
ず、部門間の調整は規則や手続き、詳細な仕様  
の作成、伝統や世界観の共有、直接接触やミー  
ティングによって担保される。   
第ニパターンは軽量級プロダクトマネジャー  
型組織である。基本的な組織構造は第一パター  
ンと相違ないが、製品開発活動の調整者として  
プロダクトマネジャーが存在している。このパ  
ターンにおけるプロダクトマネジャーはしかし  
製品開発における実務レベルの技術者とのパイ  
プをもたず、調整は各機能別部門のリエゾンを  
通して行われる。また、このプロダクトマネジ  
ャーのタスクは主として調整であり、コンセプ  
トや販売・マー ケテイングに対する責任は負っ  
ていない。これが重量級プロダクトマネジャー  
に対して軽量級、と呼称される要因である。   
第三のパターンが「重量級プロダクトマネジ  
ャー型組織」である。組織自体は依然として機  
能別組織的であるが、プロダクトマネジャーの  
責任と影響力が非常に大きいのである。ここに  
おいて重量級プロダクトマネジャーは市場とも  
独自の接点を持った上でコンセプト創造から販  
売にまで責任を負った上でプロジェクトに関係  
する全ての部門に対して直接・間接に強い影響  
力を行使するのである。実質的にはこの重量級  
プロダクトマネジャーが製品開発のゼネラル・  
マネジャーとして君臨することでマトリックス  
組織を形成しているのである。   
第4のパターンはプロジェクト実行チーム  
型組織である。重量級プロダクトマネジャー型  
よりもさらに製品主体の考え方が強い。ここで  
は重量級プロダクトマネジャーがプロジェクト  
チームを作って専属のエンジニアを配置する。  
チーム所属となったエンジニアは機能別部門を  
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や、コンセプトの技術翻訳能力、エンジニアと  
直接接触し、問題解決のために積極的に行動す  
る行動力、そしてコンセプトを守護し、唱道す  
るプロモーターとしての役割、部門間のコンフ  
リクトをコンセプトに従って裁定する責任など  
が挙げられる。  
図4：重量級プロダクトマネジャー型組織×i  
図5：生産・消費のシミュレ血ションとしての  
製品開発Xiii  
2．11問題解決・分業という観点から見た「モ  
ジュラー化」Ⅹiv   
Baldwin＆Clark（2000）は、製品の機能・構  
造関係で規定される「製品アーキテクチャ」の  
「モジュラー化」について議論している。   
相互依存関係が複雑に絡み合った製品におい  
て、機能間の相互依存関係をあらかじめデザイ  
ン・ルールとして解決しておくことで、機能の  
集合体としてのモジュールを開発する際に、他  
者からの干渉を排除することが可能になる。こ  
れが製品アーキテクチャのモジュラー化であ  
る。製品のモジュラー化が達成されるとそれぞ  
れの独立したモジュールはデザイン・ルールを  
守っている限り自己完結的に進化を進めること  
が可能になるのである。   
この考え方そのものはvon Hippel（1990）に  
見られる課業分割とそう大きな違いはない。つ  
まりは「来るべきモジュール」同士の相互依存  
関係をあらかじめ解決し、そのためのルールを  
制約条件として設定することで相互依存関係の  
小さい、自己完結的な組織が並行して製品開発  
プロセスを進めることを可能にするという手法  
である。   
だが、Baldwin＆Clark（2000）の最大の学術  
的貢献は、モジュラー化に対してValueとい  
う概念を織り込んだことである。すなわち、モ  
ジュラー化を行うことで統合・テストのコスト  
が大幅に減少してシステムの進化が促進され   
2．10「情報創造・転写システムとしての製品  
開発」に存在する対称性   
Clark＆Fujimoto（1991）の学術的貢献は重量  
級プロダクトマネジャーの発見にとどまらな  
い。製品開発・生産を「情報創造・転写システ  
ム」というパースペクティブの提供もまた重要  
である。この視座に立てば、製品開発とは図4  
で示すように「生産・消費のシミュレーショ  
ン」であると考えられるのである。製品コンセ  
プトを創造することはユーザーによる製品の消  
費とそれに伴う満足を定義することであり、製  
品計画は製品が内包している機能を定義してい  
くことである。製品設計とは生産される製品の  
構造を決定することであり、工程設計とは製品  
を生産するための工程を設計することである。  
このように、製品開発プロセスと生産・消費プ  
ロセスとの間には対称性が存在しているのであ  
るⅩii。  
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る。これがシステム全体のValueを飛躍的に  
増大させるのである。   
システム全体のValueが増大すると同時  
に、各モジュールのValueも増大する。これ  
が企業に対して垂直統合の必要性を削減し、水  
平分業を可能にするのであるⅩⅤ。そしてそれが  
産業のダイナミクスとしてモジュールの開発を行  
う独立小企業群としての「モジュラー・クラス  
ター」が生成された点を描写しているのである。   
つまり、Baldwin＆Clark（2000）の議論は事  
前の問題解決によって自己完結的組織の連合体  
が製品としての統合度を担保できる、というこ  
とを主張していると読み解くことができよう。  
2．12「モジュラー化」の議論に存在する問題点   
一方で、Baldwin＆Clark（2000）の議論には  
いくつかの点で、不明瞭な部分が残る。  
まずは、「設計パラメータ」の定義が広いこと  
が挙げられる。彼らは「設計パラメータ」を、  
人工物を記述するための単位であると定義し、  
各種の設計パラメータが適切に定義されること  
で人工物の設計が完了するとしている。しかし  
この「記述する単位」というコンセプトには不  
明瞭さが残る。たとえば同書の表2－1による  
と、「設計パラメータ」の中に「製造プロセス」  
が含まれている。人工物を設計する際に、製造  
プロセスを決定することは必要不可欠であり、  
その意味で彼らの「設計パラメータ」に含まれ  
ることは間違いないところであるが、設計の対  
象となる人工物そのものを定義するパラメータ  
ではないという点、そして「製造プロセス」そ  
のものもまた人工物であり、その設計を行わね  
ばならないと言う点で問題がある。   
また、設計パラメータを決定することを「設  
計タスク」と定義することそのものにも問題が  
ある。というのも、設計パラメータを決定する  
ために必要となる行為は単一ではなく、複数の  
活動からなっているためだ。先述の通り、製品  
開発における問題解決活動は「ジェネレータ・  
テスト」モデルで説明できるが、これに含まれ  
る「設計・試作・実験・評価」というプロセス  
はそれぞれが独立した活動として捉えられてい  
ることが一般的なのである。特に、構成要素間  
の相互依存性が複雑な人工物においてはこれら  
の活動が専門化により分業されることが一般的  
である。   
つまり、単に設計パラメータに対して特権的  
なデザイン・ルールを設定することだけでは詳  
細なタスクに踏み行った部分での相互依存関係  
の処理が困難な可能性があるのである。ここに  
至り、設計構造とタスク構造の同形性にも疑義  
が生じるのである。タスクから考えた場合と人  
工物から考えた場合で、その相互依存関係の構  
造に違いが生じている可能性は大いにありうる  
のだ。   
このことは、モジュラーアーキテクチャを実  
現した製品といえどもタスク構造の検討に基づ  
く組織設計を通じてその生産性を向上させるこ  
とが可能だと示唆している。つまり、相互依存  
解決のための方法論には、「人工物ベース」で  
考えるか、「設計主体＝組織」ベースで考える  
かというパターンが存在しうるのである。   
3．まとめ：相互依存解決のための方法論   
のパターン化  
以上をまとめると、複雑な人工物の設計に  
際しては、その複雑な相互依存を解決するため  
のプロセスが必要であることがわかる。相互依  
存関係を何らかの形で処理しなければ、Brooks  
（1975）が指摘するように、硬雑性と調整負荷が  
爆発的に増大してしまうのである。そこで、Gaト  
braith（1973）の議論に基づきその方法論を整理  
すると、「情報処理能力の向上」アプローチと、  
「情報処理の必要性の節約」アプローチに大別  
できる。   
さらにもう一つ、「設計主体としての組織」   
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に着目するか「設計対象としての人工物」に着  
目するか、という分類軸を設定すると、以下の  
ような分類が可能であろう。  
表2：相互依存解決のための方法論のバク【ン  
参考文献  
Alexander，C，（1964）∧btesα］fhe鋤fheslbof’   
fbJ7IIHarvardUniversityPress  
Brooks，Fredelick P．Jr．（1975）Tyle＾カ′班kd   
jlねn－＾hnth Addison－Wesley  
Brooks，Fredelick P．Jr．（1995）777e．司カ′班kd   
＾怨n－＾hnth（1995ed．）Addison－Wesley  
Chandler，A．D．Jr．＆Daems，H．（1977）Adminis－   
trative Coordination，Allocation andMonitor－  
ing：ConceDtS and Comparisons．励r帽）d   
〔加ノl／℃ソ幼うγ肋物α‾NO．77－21  
Clark，K．B．＆T．Fujimoto，（1991）1）vchICtDe一  
†′e如フαブ√飽血ガプ都フCeノ 5わ召壇訂て 地月√  
．∴佑い／J．ご〃力／．11・〃ム■岬Ⅷ…申〟＝／J（－11い／・∧ナ．・lJ／／（－   
血加わてノ‡怨ノ血ヲノdβ乙J血e∬甜odfウで£S，邦   
訳，藤本隆象 キム・B・クラーク（1993）『製   
品開発力』田村明比古 訳， ダイヤモンド社  
Galbraith，JayR．（1973）戊s庖Ⅵカ好CbI7由（力L   
gan彪ヨtjtms AddisonLWesley，邦訳，ジェイ・   
R・ガルブレイス（1977）『横断組織の設計 －マ   
トリックス組織の調整機能と効果的運用』梅津祐   
良 訳， ダイヤモンド社  
Penrose，E．T．（1959）metheαつ′OftheglVTT，th   
O′助e助乃0Ⅹford，  
Simon，H．A．（1969）刀k㌧孔けC√∠レ班先海山協ワ   
Press，邦訳，ハーバート・A・サイモン（2001）『シ   
ステムの科学 第3版』稲葉元首・吉原英樹   
訳， パーソナルメディア  
高橋伸夫（2002）「ペンローズ『会社成長の理論』を   
読む」赤門マネジメントレビュー，1，105－124  
高橋伸夫（編）（2000）「超企業・組織論」有斐閣  
VOnHippel，E．（1990）TaskPartitioning：AnInA   
novation Process Variable．Resea′d月泌わて   
19，407【418  
VOn Hippel，E．（1994）Stickyinformation and   
thelocus of problem solving．＾ねnagement   
5と尭】JプC亡；40，429－439  
着眼点：組織0「人工物  
組 織   人工物   
方法論：  
情報処理  自己完結的  課業分割  
情報処理   
節約  職務   モジュラー化  
Or  垂直統合？   
情報処理  情報処理     調整付加      重量級プロダ   
能力向上  能力向上  資源？  
まず、左上のセルについて検討してみよう。  
これは、設計主体である組織が情報処理を節約  
しようとする行為を指す。これに当てはまるも  
のとしてはGalbraith（1973）で指摘されている  
「自己完結的職務の設定」がある。右上のセル  
については、設計対象である人工物にデザイ  
ン・ルールを設定することを通じて情報処理の  
必要性を軽減するモジュラー化や、VOnHippel  
（1990）の課業分割が当てはまるだろう。   
次に、左下のセルについては、設計主体であ  
る組織の情報処理能力を向上させる方策が当て  
はまる。典型例としてはClark＆Fujimoto  
（1991）が指摘した重量級プロダクトマネジ  
ャー型組織が挙げられよう。また、Chandler  
＆Daem（1977）が指摘した垂直統合も、このセ  
ルに当てはまるかもしれない。一方、右下のセ  
ルについては定義が難しい。ここではGal－  
braith（1973）の調整付加資源を挙げたが、情報  
処理能力が向上するような人工物の設計をどう  
定義するかは今後の検討課題としたい。  
ここで論じている製品開発における相互依存解  
決のパターン化は未だその概念設計の中途にあ  
り、説得力が不足している。今後このフレーム  
ワークをさらに堅固にすることを通じて、製品  
開発組織ならびにそのプロセスをよりよく描写  
することを目指していきたい。  
i出典：Alexan（ler（1964），P94．より筆者作成  
ii原文では“taskpartitioning”と表記。訳語は  
楠木（1997）、竹田（2000）を参考にした。  
iii原文では“stickiness ofinforlTlation”と表   
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記。訳語は高橋編（2000）を参考にした。  
iv 出典：高橋（編）2000、p207、表19－1よ  
り、一部筆者が改変した。  
Ⅴ 出典：ガルブレイス（1977）梅津訳、p25、図2  
－3より筆者作成  
Vi訳語。原文では“slackresource”と表記。訳  
語は梅津訳（1977）を参考にした。  
vii換言すれば問題を顕在化させないために経営資  
源を投入することであるとも言える。  
Viii20周年記念版。原著はBrooks（1975）である。  
ix 出典：藤本（2001b）、p206、図14．8。原典は  
Brooks（1995），pp．16－19．Fig2．1、2．2、2．3、  
2．4である。  
Ⅹ 加えて、高級車は高価格で、開発リードタイム  
を長く取ることが顧客より認められている。こ  
の点では調整負荷資源を投入しているといって  
も良いだろう。  
Ⅹi出典：藤本（2001b）、p281、図16．10より筆  
者作成。原典はFujimoto（1989），p454a，Fig－  
ure臥12である。  
Ⅹiiこの対称性は、先述したAlexander（1964）が  
提示している“Program”と“Realization’’  
の関係性との相似関係があるともいえる。  
Ⅹiii出典：クラーク、藤本（1993）、p45、図2－3  
より筆者が一部改変の上作成。  
Ⅹiv原文では“modularization”と表記。“Modu－   
1arization”に対する訳語としては「モジュー  
ル化」と「モジュラー化」がともに存在し、訳  
本であるボールドウイン、クラーク（2004）、安  
藤訳では「モジュール化」を使用している。本  
稿では、この概念が自動車産業などで多用され  
る「モジュール化」とは一線を画すものである  
ことを明示するため、「モジュラー化」を用い  
ている。  
ⅩV Baldwin＆Clark（2000）には「アーキテクチャ  
のオープン化」という概念は存在していない。  
水平分業、モジュラークラスターの成立がモジ  
ュール化の必然的帰結であるという議論になっ  
ているのである。しかしこれは企業内部のみで  
の「クローズド」なモジュール化のケースも少  
なからず存在している。この点については藤本  
他（編）（2001）などで詳しく議論されている。  
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